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府立鴨沂高等学校校舎等改築工事基本・実施設計業務府立鴨沂高等学校校舎等改築工事基本・実施設計業務府立鴨沂高等学校校舎等改築工事基本・実施設計業務府立鴨沂高等学校校舎等改築工事基本・実施設計業務

に係る公募型技術提案（プロポーザル）手続開始についてに係る公募型技術提案（プロポーザル）手続開始についてに係る公募型技術提案（プロポーザル）手続開始についてに係る公募型技術提案（プロポーザル）手続開始について

次のとおり技術提案の提出を求める。

平成２５年９月１３日

京都府教育委員会教育長 小田垣 勉

１ 技術提案に係る事項

（１）業務の名称

府立鴨沂高等学校校舎等改築工事基本・実施設計業務（以下「本件業務」という。）

（２）業務の内容

府立鴨沂高等学校校舎等改築工事に係る基本・実施設計

（３）履行期限

平成２６年１１月２０日

２ 手続等

（１）技術提案に関する事務を担当する組織の名称、所在地等

〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町

京都府教育庁管理部管理課（京都府庁３号館２階）

電話番号 075-414-5772 ファクシミリ番号 075-432-5985

（２）募集要領及び作成要領の交付期間等

次のとおり、「府立鴨沂高等学校校舎等改築工事基本・実施設計業務に係る公募型技術

提案（プロポーザル）募集要領」（以下「募集要領」という。）及び「参加表明書及び技

術提案書作成要領」を交付する。

ア 交付期間 平成２５年９月１７日（火）から平成２５年９月２５日（水）まで

（日曜日、土曜日及び祝日を除く。）

イ 交付場所 （１）に同じ。

なお、京都府教育委員会ホームページからダウンロードすることがで

きる。

ウ 交付方法 交付期間中の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までの

間に交付する。

なお、ホームページからダウンロードする場合の時間制限はない。

（３）参加表明書の提出期限等

ア 提出期限 平成２５年９月２５日（水）午後５時まで

イ 提出場所 （１）に同じ。

ウ 提出方法 持参又は郵送すること。

ただし、郵送する場合は書留郵便により、平成２５年９月２５日（水）

までに必着のこと。
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（４）技術提案書の提出期限等

ア 提出期限 平成２５年１０月３０日（水）午後５時まで

イ 提出場所 （１）に同じ。

ウ 提出方法 持参すること。

３ 技術提案に参加する者に必要な資格

募集要領の２による。

４ 委託候補者の選定等

（１）技術提案書の提出を求める者の選定

本件業務の技術提案に参加を希望する者の業務実績等の資料を添付した参加表明書を

もとに、（３）の評価項目により、選考委員会において技術提案書の提出を求める者を選

定する。

（２）（４）の評価項目により、選考委員会において、技術提案書を提出した者の中から、委

託候補者を特定する。

（３）技術提案書の提出を求める者の選定に係る評価項目

ア 事務所の実力

業務実績の種別及び規模

イ 担当チームの能力（技術職員の経験と能力）

管理技術者及び主任技術者の資格・経験、管理技術者及び主任技術者の業務実績の

種別及び規模並びに管理技術者及び意匠担当主任技術者の繁忙度等

（４）委託候補者の特定に係る評価項目

ア 担当チームの対応（業務実施方針）

企画意図の理解、実施手順の明確性、実施方針の妥当性（的確性、機能性、成果達

成の期待度、実現度）、工程計画及び動員計画の妥当性、経費の見積価格

イ 事務所の実力及び担当チームの能力（技術職員の経験と能力）

（３）に同じ。

（５）適切な提案がない場合等においては、委託候補者の特定は行わない。

（６）委託候補者の特定において、同点の場合は、経費の見積価格が低い方を上位とする。

５ 契約保証金

業務委託料の10分の１以上

ただし、京都府会計規則第159条第２項各号の規定に該当する場合は免除する。

６ 委託候補者の特定の取消し

次の要件のいずれかに該当する場合には、委託候補者の特定を取り消すことがある。

（１）３の資格がない者が技術提案を提出した場合

（２）技術提案に関する要件に該当しない場合

（３）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法

（平成11年法律第225号）に基づく再生手続の申立てがなされた場合

７ 参加報酬
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無報酬とする。

８ 選定又は特定の取り止め

参加表明者又は技術提案者が１者となった場合は、選定又は特定を取り止めるときがあ

る。

９ 辞退に係る取扱い

技術提案書の提出者となる者が，技術提案書の提出を辞退する場合は，技術提案書の提

出期限までに辞退できるものとする。

この場合、具体的な理由を付した辞退届を提出しなければならない。（様式任意）

10 その他

（１）手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限る。

（２）契約書作成の要否

要する。

（３）手続に係る質疑窓口

２の（１）に同じ。

（４）その他手続きの詳細は、募集要領による。


